
農業経営基盤強化促進事業により所有権の移転をしたいので、農業絵経営基盤強化

促進基本構想に基づき申し出ます。

申し出人（所有権の移転を受ける者）

チェック欄

チェック欄

25

(2)事由(自作地無償所有権移転)

経営
移譲
年金
受給
のた
め

同一世帯内で
の生前贈与

後継
者へ

30

31

32

33

その他

11

15

16

17

18

19

20

21

22

資金
を必
要と
する
ため

市町村等の要望

相手方の要望

部分

一括

そ の 他

すでに分家独立している者

その他
水田農業確立対策による水田転作のため

23

生活資金等の負債整理

住宅新改築・耐久消費財購入

26

27

28

29

36
結婚・分家・相続・療養費

10.経営農地規模

該当しない

不明

8.中核農家の該当7.譲渡人の分類

営農資金

その他法人

7

8

9

1

農地所有適格法人

個　　　　　人

2

3

4

35

自作地以外との交換

3.水田の生産力 kg/10a

市町村公社

県　 公　 社

市　 町　 村

農　　　　協

農協

農業者年金基金

(3)事由(小作地所有権移転)

集約部門への転換のため

3

そ

の

他

8

6

7

9

10

農地購入資金

農業経営上の負債整理

52

2

1

4

5

自作地相互の交換

参加農地所有適格法人への譲渡(52を除く)

農地保有合理化法人への現物出資

経営移譲年金受給の為

農 業 廃 止
他 市 町 村 へ 転 出

同 一 市 町 村 に 居 住

後継
者へ

一括

兼業による経営縮小

高齢化

病気等で労力不足

耕作不便・低生産地のため

14

8

同一世帯内で
の生前贈与 分 家 目 的

参加農地所有適格法人への譲渡(53を除く)

農地保有合理化法人への現物出資

34

13

2

3

4

5

6

7

9

10

11

12

13

9

10

11

12

14

3

4

5

6

7

8

3.0～5.0

5.0～7.5

7.5～10.0

10.0～15.0

15.0ha以上

譲渡人譲受人

11

2

部分

後継者へ贈与

その他の者へ贈与

0.5～0.7

0.7～1.0

1.0～1.5

1.5～2.0

2.0～2.5

42

2.5～3.0

1

2

3

4

5

7

2

3

4

5

8

9

10

11

譲
渡
人

不耕作

0.3ha未満

0.3～0.5

1

小 作 人

世 帯 員

農地
保有
合理
化法
人

県 公 社

市 町 村

農 協

市 町 村 公 社

法

人

農地所有適格法人

農地保
有合理
化法人 5

6

市 町 村

そ の 他

6

農 協

そ の 他

相手方の要望

すでに分家独立している者

その他

㊞

㊞

そ の 他

将来とも耕作の意志なし

返還うけが困難なため

資金
を必
要と
する
ため

営農資金

農地購入資金

農業経営上の負債整理

生活資金等の負債整理

住宅新改築・耐久消費財購入

結婚・分家・相続・療養等

貸付け地返還うけの離作補償

5.権利の種類

自作地所有権移転（有償）

自作地所有権移転（無償）

小作地所有権移転

1

11.専兼業種類

2

3

9.権利の移転の事由

(1)事由(自作地無償・小作地所有権移転を除く)

専
業

第
一
種
兼
業

16歳以上64歳以下の男子がいない

譲受人

1

2

3

5

16歳以上64歳以下の男子がいる

2

4.あっせん事業の該当

38

39

40

41

譲
受
人

該当する

該当しない

該当する

37

53

1

2

3

4

5

6.譲受人の分類

個

人

6 6

12.譲渡人の農業労働力

農業専従者なし

農業専従者は女子だけ

5

4

1

2

3

2.通作距離1.ほ場整備の状況

整備済2～5割

整備済5～8割

1km未満

20km以上

10～20km

5～10km

1～5km

男子専従者が1人いる

整備済2割未満

整備済8割以上 1

2

3

4

その他

譲渡人農地保有合理化法人

譲渡人

世帯主農業専従

世 帯 主 兼 業
農 業 主

兼 業 主

1

2

4

そ の 他

第
二
種
兼
業

世帯主農業専従

世 帯 主 兼 業
農 業 主

兼 業 主

そ の 他

非 農 家

不 明

7

8

9

10

11

12

7

8

9

10

11

12

43

44

45

46

47

48

49

50

51

男子専従者が2人以上いる

3

4

不明 5

14.農業経営改善計画の認定（譲受人）

認定を受けている

認定を受けていない

認定を志向

1

2

3

13.代替地取得

確 実 な も の

そ の 他

1

2

納 税 猶 予

受 給 権 者

該当する

該当しない

1

被 保 険 者

受 給 権 者

被 保 険 者

納 税 猶 予

＊ ＊ ＊ 聴 取 確 認 欄 ＊ ＊ ＊

氏名又は名称 生年月日

申し出年月日　　　　　　　年　　月　　日

申し出人（所有権の移転をする者）

所 有 権 移 転 申 出 書

合志市長　様
（農業委員会経由）

地区

地区

電話

電話

申し出年月日　　　　　　　年　　月　　日
氏名又は名称

　大 ・ 昭 ・ 平

　大 ・ 昭 ・ 平

生年月日

　



1.各筆明細 農用地利用集積計画書

1

2

3

有　　無

農地取得資金
の

借受希望(F)

日

あっせん譲受等
候補者名簿(E)

登　　　録

年　月　日

登　　　録

番　　　号

備　　考氏　名　又　は

　　金 融 機 関 名

　　2.　口　座

　　1.　持　参

対　価　の　支　払　方　法

　年 　月 　日

住　　所　

対　価　の　支　払　期　限

現 況

住　　所　

フリガナフリガナ

所　有　権　移　転　関　係

地　目 権原の
種　類

住　　　　所
同意印名　称

フリガナ

氏名又は
名　　称

フリガナ

農用地区域は 1

所有権の移転する土地の譲渡人以外の権原者等設  定  す  る  利  用  権

氏名又は
名　　称

登記簿

農作業従事日数歳

（同意印）

2.共　通　事　項

別紙のとおり

計

性 別

3.利用権の設定等を受ける者（借人）の農業経営の状況等

（同意印）

女 人

農
業
補
助
者

1　売　買　　　2　交換

法　律　関　係

氏 名 又 は 名 称

受付コード
所 有 権 の 移 転
を受ける者（譲受人）

所 有 権 を 移 転
す る 者 （ 譲 渡 人 ）

所有権の移転を受ける世帯員（構成員）の農作業
従事及び雇用労働力の状況（D）

農　業　従　事　者
(うち15歳以上60歳未満の者)

人
　　 　人
（　　人）

農 業 専 従 者

対　　　　価
　　　　　（円） 　年 　月 　日

所　有　権　の　移　転　時　期

所  有  権  を  移  転  す  る  土  地

大字

所  在  地  番区
域

面積（㎡）

　　  人
（　　人）

主として農業
に従事する者

男 ・ 女 年齢

借入地

採 草 放 牧 地

生 年 月
日

従として農業
に従事する者

平・昭・大　

男
農 地

採草放牧地

そ の 他

所有権の移転を受け
る者の主たる経営作
物
(C）

所有権の移転を受ける
土地の面積
(A)㎡

所有権の移転を受ける者が現に耕
作又は養畜の事業に供している農
用地の面積
(B)㎡

利　用
目　的

合 計

農地
自作地

雇用労働
力

年間
延日数男　　 人

女　　 人
（　　人）

世帯員
（構成員）

市街化区域は 2

その他は     3

字 地 番

　年 　月 　日

引　渡　の　時　期

捨
印

捨
印


